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巻頭言

年金の機関投資家から見たわが国の課題

年が明けて間もなく、ある大学の社会人向け講座でお話をする機会があったが、そこで「わが国
の公的年金は国内の株式に多くを投資せずに、海外の株式にだけ投資をしておけば十分ではない
か」との質問を受けた。回答の如何はともかくとして、過去の市場の収益性を代表的な市場指数
注）を用いて手計算してみると、1995年3月末に投資したとしてその23年後の2018年3月末には、
海外株式は約8.4倍になっているのに対して国内株式は約1.8倍であり、愕然とさせられるような差
が存在する。事実、過去の年金運用の成果は、海外市場の収益力の寄与が無ければ成り立たなかっ
たのである。
株式市場については経済学者J・ケインズが「美人投票」になぞらえて群集心理的な側面を論じ

たことはよく知られているが、一方で著名な投資家W・バフェットは短期的にはそうであっても長
期的には「価値の計量器」として働くことを強調している。ある程度長い期間で株式への投資収益
率を測ると、企業（群）の自己資本利益率（ROE）と大いに相関していることがわかる。このよう
に株式市場は実体経済とかけ離れて存在する訳ではない。すなわち、長期でみて「企業が株主から
授かった資本をどれだけ効率的に活用して価値創造を行ったか」と、「株主が企業に資金提供（＝
投資）を行うことでどれだけの利益（配当と値上がり益）を手にしたか」とは、ほぼ表裏の関係に
あるのである。
このことからすると、数年前より、いわゆる伊藤レポートやスチュワードシップ・コード等で

ROEを改善する方向に注目が集まっていることは、市場関係者にとってはよいことであるだろう。
ただし、それが欧米先進国並みとなるのには、まだ長い道のりが存在する。
現在、市場構造の在り方を見直して国内外の投資家からより支持が得られるように変えていこう

という議論も行われている。実際には、世界にはマネーが氾濫し、数多の抜け目のない投資家たち
がよりよい投資先を求めて目を光らせている。何よりも企業自体が魅力的でありさえすれば、資金
は自ずと集まってくることになるのである。
『アメリカの高校生が学ぶ経済学』（G・クレイトン著、花岡幸子他訳； WAVE出版）という書

を読むと、以下のような文が並んでいることに改めて目を見張らされる。「何を、どのように、誰
のために生産するのかは、限りない欲求を満たすのに十分な資源がない以上、解決されなければな
らない問題といえる」「経済成長には多くの要素が関わっているが、生産性が最も重要である」
「希少な資源が効率的に活用されているかどうかは、生産性という言葉で説明される」「生産性
は労働力だけでなく、生産要素すべてと関係している」。これらは易しい言葉ではあるが、経済
（学）の本質を突いたものである。
長年指摘されてきているわが国の労働生産性の低さも同根のところにある。特にわが国は資源の

少ない国であるがゆえ、世の中の人々の欲求を満たすような新たな価値の創造を行うために、限ら
れたヒト（人的資源）とカネ（資本）を最大限に活かしていくことを懸命に考えていく必要がある。
そのような“経済リテラシー”とも言うべき思想が広く国民の間に根づかないと、将来が開けてこな
いような気がしてならない。

注）計算で使用したのは、国内株式は東証株価指数（TOPIX）、海外株式はMSCI KOKUSAIインデックス。後者は
日本を除いた先進20数か国を対象とする株式指数であり、円ベース。どちらも配当込み。

元 株式会社みずほ年金研究所 理事長

村上　正人 氏
（独立行政法人勤労者退職金共済機構 資産運用委員会 委員長）
（一般財団法人企業活力研究所 資産運用委員会 委員）
（元 年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF） 運用委員）
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平成 30年度、当研究所の人材研究会では、中央大学大学院戦略経営研究科 佐藤博樹教授を委員長にお迎
えし、企業の人事担当者、有識者からなる委員の皆様と共に、「学び」を支える “学習習慣” のある人材の確保・
育成に向けた人事戦略について、調査研究を行っております。
研究会は9月4日（火）に第1回を開催した後、概ね月1回の頻度で開催し、有識者、企業委員からの事例発表、

ヒアリング調査、アンケート調査等、様々な角度からの議論を進め、3月の調査報告書取りまとめに向け検討を
進めております。本稿におきましては、実施いたしましたアンケート調査結果の一部をご紹介いたします。

委員名簿
委員長 

佐藤　博樹  中央大学大学院 戦略経営研究科 教授
 
委員 

池田　　渉  JFEスチール（株） 組織人事部 人事室長
石原　直子 （株）リクルート リクルートワークス研究所 人事研究センター長
垣見　俊之  伊藤忠商事（株） 人事・総務部長
東風　晴雄  ダイキン工業（株） 東京支社 人事本部 採用グループ 担当部長
小林　　諭  日産自動車（株） 人事本部 日本タレントマネジメント部 主管
佐竹　秀彦  富士通（株） 人事本部 人事部 シニアディレクター
杉山　　敦  SCSK（株） 開発センター副センター長 リソースマネジメント部長
   兼 人事グループ長補佐
須藤　由紀  キヤノン（株） 人材開発部 主席
武内　和子 （株）日立製作所 人財統括本部 ダイバーシティ推進センタ 部長代理
谷　　　亘 （株）LIXIL 営業人事総務統括部 営業総務部 部長
中澤　二朗  国立大学法人 高知大学 特任教授／中央大学経済学部 講師
中島　竜介  アステラス製薬（株） 人事部長

鍋山　　徹 （一財）日本経済研究所 専務理事
西森　嗣倫　  損害保険ジャパン日本興亜（株） 人事部 能力開発グループ グループリーダー
藤本　治己 （株）ファーストリテイリング 人事部 部長
正木　義久　 （一社）日本経済団体連合会 労働政策本部 本部長
村上　博一  パナソニック（株） 人材開発カンパニー 社長
山内　幸治  新日鐵住金（株） 人事労政部 部長
吉岡　敏英  トヨタ自動車（株） 人事部部付東京人事グループ グループ長
 
オブザーバー 

能村　幸輝  経済産業省 経済産業政策局 産業人材政策室 室長
堀　　達也  経済産業省 経済産業政策局 産業人材政策室 室長補佐
川浦　　恵  経済産業省 経済産業政策局 産業人材政策室 室長補佐
 
事務局 

（一財）企業活力研究所 
（株）日本総合研究所 

（企業・団体名・役職名は当時、氏名五十音順　敬称略）

人材
人材研究会

平成30年度
「学び」を支える “学習習慣”のある人材の確保・育成に向けた

人事戦略に関する調査研究

写真左から佐藤委員長、能村室長 人材研究会の様子
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Ⅰ．平成30年度人材研究会　開催内容

第1回　平成30年9月4日（火）10:00～12:00

①　研究会の趣旨・検討の視点説明
② 「働き方改革」と「人づくり革命」の最近の動向について
  経済産業省 産業人材政策室長 能村 幸輝 氏
③  委員自己紹介・意見開陳・討議

第2回　平成30年9月27日（木）15:30～17:30

① 「どうすれば人は学ぶのか、学びは報われるのか
　  ―全国就業実態パネル調査で社会人の自己学習を分析する―」
  株式会社リクルートホールディングス リクルートワークス研究所 萩原 牧子 氏
② 「変化対応行動ができている社員はいかに育つのか？」
  中央大学大学院戦略経営研究科 教授 佐藤 博樹 委員長
③　調査方法・分析方法の説明

第3回　平成30年10月23日（火）15:30～17:30

① 「小学館における学び体験の支援」
　　株式会社小学館 岩重 正文 氏
②　調査方法・分析方法について（事務局）
③ 「自発的なキャリア意識と学びを醸成する仕組み～会社と個人の成長ベクトルの統合～」
　　伊藤忠商事株式会社 垣見 俊之 委員

第4回　平成30年11月22日（木）15:00～17:00

① 「リクルートにおける組織的ラーニングのしかけ」
　　株式会社リクルート リクルート経営コンピタンス研究所 岩下 直司 氏
② 「「学習する組織」の構築をめざして―日立グループにおける取組み―」
  株式会社日立製作所 森 亜紗美 氏
③ 「社員の学びを促す諸制度」
  パナソニック株式会社 村上 博一 委員

第5回　平成30年12月20日（木）15:30～17:30

① 「人財育成文化をつくるための仕掛けづくり」
　　日産自動車株式会社 小林 諭 委員
② 「働き方改革から学び方改革へ～主体的自己研鑚支援の取り組み～」
　　キヤノン株式会社 須藤 由紀 委員
③  インタビュー調査結果及びアンケート調査結果報告

第6回　平成31年1月29日（火）15:30～17:30

①  調査研究報告書（案）についての検討

第7回　平成31年2月26日（火）15:30～17:00

①  調査研究報告書（最終案）の取りまとめ
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Ⅱ．アンケート調査について

本調査研究では、次の仮説を設定し、“学習習慣”のある人材（※）に特有な過去の経験や、こうした
人材の所属企業の職場風土の傾向を明らかにすることを目的としたWEBアンケート調査を行った。

対象：従業員300人以上の民間企業に在籍する22～59歳の大卒または大学院卒の正社員824名
期間：2018年11月27日（火）～11月29日（木）の3日間

【仮説1】 “学習習慣”のある人材には、学習を習慣づけた特有の経験があるのではないか
【仮説Ⅱ】 “学習習慣”のある人材が所属する企業には、それを育むような特有の風土が存在
 するのではないか。
【仮説Ⅲ】 “学習習慣”のある人材は、特有の性格・行動特性を保有しているのではないか。

（※）“学習習慣”のある人材とは
佐藤博樹氏・松浦民恵氏「『変化対応行動』と仕事・仕事以外の自己管理」（日本キャリアデザイ

ン学会第15回研究大会報告）に基づいた「将来、仕事で必要になりそうな情報を集めたり勉強する」
「キャリアを振り返って自分のスキルや能力を確認する」「自分の強みや他社でも活かせる能力を確認
する」の3項目の行動特性を代理指標として定義する。

（分析にあたって）
上記3項目を勘案し、調査対象者を「学習習慣がとてもある」「学習習慣がある」「学習習慣がやや

ある」「学習習慣がない」の4群に分類した。

1. 学習習慣と過去の経験との関係

1.1 学習習慣と職業生活上の経験
① 学習習慣とキャリアの転機
「転社・転籍の経験がある」と回答した人の割合は、学習習慣の程度に応じて高い結果となった。特

に「学習習慣がとてもある」群では、全体と比較して「転社や転籍経験がある」と回答した人の割合が
15ポイント以上高い。また、「学習習慣がとてもある」群は、5回以上の転社・転籍経験がある割合が
全体平均より50％以上高い。【図表1】

＜参考＞調査結果に関する凡例
以下、実際のクロス集計表などに基づきながら調査結果について論じる。

�
�

�

�

�
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【図表1】学習習慣と転社・転籍の経験
[Q7]あなたは、これまでに会社が変わったこと（転社・転籍）がどの程度ありますか。

【図表2】学習習慣と仕事の分野が変わった経験
[Q9]あなたは、担当する仕事の分野が大幅に変わった経験がどの程度ありますか。例えば、技術か

ら営業へ、製造から販売へなどの職能分野をまたがる変化を指します。

【図表3】学習習慣と事業所異動経験
[Q10] あなたは、今の勤務先でこれまでに別の事業所への異動を何回くらいしたことがありますか。

「仕事の分野が大幅に変わった経験がある」と答えた人の割合は、学習習慣の程度に応じて高い結果
となった。反対に「学習習慣がない」群では、「仕事の分野が変わった経験はない」と回答した人の割
合は、全体よりも6ポイント高かった。【図表2】
事業所を異動する経験についても、「学習習慣がとてもある」群と「学習習慣がある」群は「経験あ

り」と回答した人の割合が全体と比べてやや高く、比例傾向も見られる。特に、「学習習慣がとてもあ
る」群は、10回以上の事業所異動経験を持つ人の割合が全体平均より50％以上高い。【図表3】
その他の仕事上の環境変化については、「学習習慣がとてもある」群を全体と比較すると、「海外の

事業所で半年以上勤務する」「所属会社が他社と合併・統合される」以外の全ての経験において高い割
合となっている。これらの項目は、学習習慣との比例関係が見られる。【図表4】
以上から、転社・転籍や事業所が変わる経験、さらには、仕事内容の大幅な変更など、キャリアの転

機を経験している人材ほど、 学習習慣が高いことが明らかになった。
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【図表4】学習習慣とその他の仕事上の環境変化の経験
[Q11]あなたは、これまでに以下のような経験がありますか。当てはまる選択肢をすべてお答えく

ださい。

【図表5】学習習慣と多様な人材との業務経験
[Q12] あなたは、これまでに以下のような人と一緒に仕事をした経験がありますか。
 （※単に所属が同じだったということではなく、具体的に仕事をともにした人について、当

てはまる選択肢をすべてお答えください。）

② 学習習慣と多様な人材との協働経験
「学習習慣がとてもある」群は、出産・育児、介護、療養等のために勤務時間に制約がある人や他社

の人、外国籍の人、障がいのある人などと一緒に仕事をした経験が、全ての項目で全体より高い割合と
なった。また、多数の項目について、学習習慣の程度との比例関係がある。　　
一方、「学習習慣がない」群のみ、「当てはまるものはない（＝いずれの人とも仕事をした経験がな

い）」という回答の割合が全体より高かった。【図表5】
以上から、多様な人材と仕事をした経験が豊富な人材ほど、学習習慣の程度が高いと考えられる。

1.2 学習習慣と、就業前の時期も含む人生経験との関係
① 学習習慣と職場以外の経験との関係
「海外での生活」「外国人と生活を共にした経験」（異文化交流）、「ボランティア活動への参加」

「町内会等地域コミュニティへの参画」（地域コミュニティへの参画）、「身近な人の介護」（家庭責
任）、「公職への立候補・就任」（社会的責任）については、学習習慣の程度と相関があるものと考え
られる。特に、「異文化交流」と「地域コミュニティへの参画」については、いずれも学習習慣が高い
人ほど経験豊富であるという結果が見られた。「家庭責任」については、「身近な人の介護」を除き、
特定の関係は確認できない。【図表6】
以上から、異文化交流・地域コミュニティへの参画・社会的責任の増大など、職場以外における変化

を求められる出来事も、学習習慣の程度に影響を与えていると考えられる。中でも、「異文化交流経
験」の影響が顕著である。なお、家庭責任については、「家庭責任経験が多いほど、学習に費やす時間
的・金銭的余裕が少ない」という関係にあるとも考えられる。
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【図表6】学習習慣と職場以外における経験
[Q13]あなたがこれまでに経験したことがあるものを全てお選び下さい。

【図表7】学習習慣と大学生活における経験
[Q18]あなたの大学時代の経験についてお聞きします。あなたは以下の経験をしたことがありますか？
 当てはまるものをすべてお答えください。

② 学習習慣と大学生活との関係
大学生活における経験と学習習慣の関係を見ると、「学習習慣がとてもある」群は、挫折経験以外の

すべてにおいて、いずれも全体より高い割合で経験している。
一方、「挫折経験が多い」はむしろ学習習慣の程度が低い群となった。【図表7】
以上から、就職以前の大学時代の過ごし方も、学習習慣の程度に影響を与えているといえる。
また、、大学生活における経験を、類似性の高い項目で分類すると、「学習習慣がとてもある」群は、

「周囲からの知的刺激」「大学内での異文化交流経験」「勉学に打ち込んだ経験」「調査研究に打ち込
んだ経験」等、多くの分類で当該経験の「多少」との関係性が顕著である。中でも、友人や教授等「周
囲からの知的刺激」は、本業である「勉強に打ち込んだ経験」よりも関係性が高いとの結果が出ている。
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2. 学習習慣と職場風土との関係

 学習習慣と職場風土との関係を調査するにあたり、職場風土の類型を以下の7項目に分類し、分析を
行った。【図表8】

「学習習慣がとてもある」群と全体との差に着目すると、1位から5位は僅差ではあるものの、学習
習慣への関連性が最も強いのは「主体性・自主性を重視する風土」で、次いで「人材育成・自己啓発を
促進する風土」、「変化対応力を重視する風土」となった。一方で、「成果主義・実力主義を重視する
風土」は、学習習慣との関係性が最も低い要素であることが示唆されている。
以上から、学習習慣を強化するためには、職場において人材育成・自己啓発を促進する風土が醸成さ

れることはもちろんであるが、その際に、本人の主体性や自主性を引き出すことが特に重要であると考
えられる。【図表9】

【図表8】職場風土

【図表9】学習習慣と職場風土の関連性（小分類）
[Q19]あなたがこれまで勤務してきた職場では、以下の項目がどの程度当てはまりますか。もっとも近いものを

それぞれ選んで下さい。
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3. 学習習慣と性格、行動特性との関係

3.1 学習習慣と性格
 学習習慣と性格との関係について、「社交性」「計画性」「情緒安定性」の3項目に分類し、分析を

行った。【図表10】

「学習習慣がとてもある」群と全体との差に着目すると、僅差ではあるものの、学習習慣との関連性
が最も強いのは「社交性」で、次いで「計画性」という結果が得られた。「情緒安定性」については、
全体との差がわずかであり、「社交性」と「計画性」に比べると、学習習慣との関連性は極めて低い。
以上から、学習習慣の程度が高い人は、「社交性」及び「計画性」が高い、という性格特性を有して

いると考えられる。【図表11】

【図表10】性格特性

【図表11】学習習慣と性格特性の関連性（中分類）
[Q20]あなたの性格について、以下の項目はどの程度当てはまりますか。もっとも近いものをそれ

ぞれ選んで下さい。

3.2 学習習慣と行動特性
 学習習慣と行動特性との関係について、「知的好奇心」「チャレンジ力」「達成志向」の3項目に分
けて分析を行った。【図表12】

「学習習慣がとてもある」群と全体との差に着目すると、いずれも僅差であるものの、 学習習慣と
の関連性が最も強いのは「知的好奇心」で、次いで「チャレンジ力」「達成志向」となった。
【図表13】

（出所）電機連合（2017）『ライフキャリア』に関するアンケート
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【図表12】仕事をする上での普段の行動特性

【図表13】学習習慣と行動特性の関連性（中分類）
[Q21]仕事をするうえで、あなたは普段どのような行動をとっていますか。以下の項目について、

もっとも近いものをそれぞれ選んで下さい。

【人材研究会　担当研究員より】

昨年度、当研究所の人材研究会では、「経営革新と稼ぐ力の向上に向けた仕事とキャリアの
管理に関する調査研究」と題して、調査研究を行いました。その中で、最も特徴的だったのは、
「社会感度」（「知的好奇心度」及び「ビジネストレンド感度」）が高い従業員が所属する部署
ほど「稼ぐ力」が高いというアンケート調査結果でした。このことから、企業環境が変化し将来
への不確実性が増加している時代に、企業が稼ぐ力を向上させるためには、新しい事業や仕事に
柔軟に対応でき、仕事以外のことにも興味を持ち、柔軟性の高い学習能力を持つ変化対応力の高
い従業員を育てていくことが非常に重要になる、との考えに至りました。
それでは、一体どのようにして、この変化対応力の高い人材を生み出す“学習習慣”のある人材

が育まれたのでしょうか？このような疑問に突き当たり、今年度の調査研究が始まりました。
研究会の中で、“学習習慣”のある人材は、①過去の経験、②所属する会社の風土、③行動特性

（コンピテンシー）という3つの要素から作られているのではないか、という仮説に立ち、その
3つの具体的な内容は何なのか、“学習習慣”への影響度合いはどれくらいあるのか、等について、
徹底的に分析を行いました。
これらの結果と、ご参加いただいた委員の方々や有識者のご発表、ヒアリング調査など、様々

な知見・議論を反映させていただきながら、変化対応力を有した“学習習慣”のある人材の確保・
育成に向けた方策について、皆様にとって少しでもお役に立てるような報告書を取りまとめてま
いりたいと考えております。内容については、次号でご紹介させていただく予定です。
引き続き、どうぞよろしくお願いいたします。

（主任研究員　石川 眞紀）

（出所）電機連合（2017）『ライフキャリア』に関するアンケート
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　当研究所では、過去10年以上にわたり、様々な視点からCSR（企業の社会的責任）の取組みや進捗、グロー
バル市場の中での日本企業のあり方等、CSRの諸課題について調査研究を深めてきました。
　平成 24年度には、2011 年に国連人権理事会にて承認された「ビジネスと人権に関する指導原則（以下、
指導原則） 」を受け、人権に関する国内外の動向や先行企業の調査研究を行い「新興国等でのビジネスと展開
における人権尊重のあり方に関する調査研究報告書 」を取りまとめました。その調査から6年が経過した現在に
おいても、バリューチェーンを考慮した人権リスクに十分に対応できていない企業や国内における人権リスクも多
く見受けられます。そのような中、我が国では、SDGs 実施方針に基づき政府も指導原則を実行するための国別
行動計画（NAP）策定への正式なコミットメントを表明されております。さらに2020年東京オリンピック・パラ
リンピック開催というタイミングにおいて、日本の人権をはじめとしたサステナビリティの取組みが世界中から注目
されるなかで、新時代のビジネスと人権のあり方にかかる提言を取りまとめ、世界に発信していくことは極めて有
用だと考えます。
　こうした状況のもと、平成 30年度は「新時代の『ビジネスと人権』のあり方」を検討すべく、当研究所内に
CSR研究会（座長：加賀谷哲之氏　一橋大学 大学院経営管理研究科 准教授）を設置しました。
　本調査研究にて内外動向調査、インタビュー・アンケート調査等を実施するとともに、合計 8回の研究会によ
り提言を取りまとめてまいりますが、本稿におきましては、既に実施している「『企業活動が人権に与える影響』
についての消費者意識に関するアンケート」のご紹介を致します。

写真中央：加賀谷座長、写真左：藤井顧問、写真右：松本室長 CSR研究会の様子

CSR
CSR研究会

平成30年度
新時代の『ビジネスと人権』のあり方に関する調査研究

委員名簿
座長
加賀谷哲之  一橋大学 大学院経営管理研究科 准教授

顧問
藤井　良広  上智大学地球環境学研究科 客員教授、（一社）環境金融研究機構 代表理事

委員
荒井　　勝  NPO法人日本サステナブル投資フォーラム 会長、Hermes Eos 上級顧問
有川　倫子  パナソニック（株） ブランドコミュニケーション本部 CSR・社会文化部 CSR・企画推進課 主幹
伊藤　和子  認定NPO法人 ヒューマンライツ・ナウ 事務局長
伊藤　裕理 （株）日立製作所 サステナビリティ推進本部 CSR部 部長
猪俣　恵美  伊藤忠商事（株） サステナビリティ推進室 室長代行
牛島　慶一  EY Japan CCaSSリーダー 気候変動・サステナビリティサービス（CCaSS） プリンシパル
加藤　　理  トヨタ自動車（株） サステナビリティ監査室 調査グループ グループ長
金丸　治子  イオン（株） グループ環境・社会貢献部 部長
黒田かをり （一財）CSOネットワーク 事務局長・理事
佐々木恭子  （株）ブリヂストン 広報部 サステナビリティコミュニケーション企画ユニットリーダー
シッピー 光  ソニー（株） 広報・CSR部 CSRグループ ゼネラルマネジャー
島本　珠生  （株）資生堂 サスティナビリティ戦略部長
鈴木　　均  （一社）日本民間公益活動連携機構 事務局次長、
  立教大学 大学院21世紀社会デザイン研究科 客員教授
関　　正雄  損害保険ジャパン日本興亜（株） CSR室シニアアドバイザー、明治大学経営学部特任教授
高橋　大祐  真和総合法律事務所 パートナー 弁護士　

外越　美魅  富士通（株）環境・CSR本部 CSR・SD戦略統括部 
  レスポンシブル・マネジメント推進部シニアマネージャー
冨田　秀実  ロイドレジスター ジャパン（株） 取締役 事業開発部門長
中尾　洋三  味の素（株） グローバル人事部 人財開発グループ 
長谷川知子 （一社）日本経済団体連合会 SDGs本部 本部長
畑中　晴雄  花王（株） ESG部門 ESG戦略部 部長
松井　滋樹  東レ（株） CSR推進室長
宮田千夏子  ANAホールディングス（株） コーポレートコミュニケーション室 CSR推進部 部長
山田　美和  JETRO アジア経済研究所 新領域研究センター・法・制度研究グループ長

オブザーバー
松本　加代  経済産業省 経済産業政策局 企業会計室長
村山　恵子  経済産業省 経済産業政策局 産業資金課 兼 企業会計室 係長
遠藤佐知子  経済産業省 経済産業政策局 企業会計室 係長
小川　雅代  外務省 総合外交政策局 人権人道課 主査
山浦　元気  外務省 総合外交政策局 人権人道課 調査員
田中　賢治 （株）日本政策投資銀行 設備投資研究所 副所長兼経営会計研究室長
荒井　啓祐  （株）日本取引所グループ 総合企画部 課長 サステナビリティ推進本部 事務局長

事務局
（一財）企業活力研究所 
ロイドレジスター ジャパン（株）　

（企業名・団体名・役職名は当時、氏名五十音順、敬称略）
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Ⅰ．平成30年度CSR研究会　開催内容

第1回　平成30年8月30日（木）15:00～17:00

①  研究会趣旨・検討事項（事務局）
② 「ビジネスと人権に関する国別行動計画（NAP）策定状況について」　
　  経済産業省 経済産業政策局 企業会計室長　松本 加代 氏
③ 「日本企業は人権尊重の責任をいかに果たすか」
　  JETRO アジア経済研究所 新領域研究センター・法・制度研究グループ長　山田 美和 委員

第2回　平成30年9月13日（木）15:00～17:00

① 「日本企業にフィットした『ビジネスと人権』の実践とルール形成に向けて
　  真和総合法律事務所 パートナー 弁護士　高橋 大祐 委員
② 「味の素グループの国連指導原則への取り組み」
    味の素株式会社 人事部 人財開発グループ　中尾 洋三 委員

第3回　平成30年10月15日（月）15:00～17:00

① 「ESG投資と人権」
  ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント株式会社運用本部 ステュワードシップ責任推進室長 
小野塚 惠美 氏

② 「ANAグループ人権への取り組み」
  ANAホールディングス株式会社 CSR推進部 部長　宮田 千夏子 委員

第4回　平成30年11月13日（火）15:00～17:00

① 「NGOからみたグローバルサプライチェーンの課題　～アパレル産業を例に～」
  認定NPO法人 ヒューマンライツ・ナウ 事務局長　伊藤 和子 委員
② 「花王　人権への取組み」
  花王株式会社 ESG部門 ESG戦略部 部長　畑中 晴雄 委員

第5回　平成30年12月18日（火）15:00～17:00

① 「テクノロジーと人権（AI化と人権課題）」
 （一社）日本民間公益活動連携機構 事務局次長、立教大学 大学院21世紀社会デザイン研究科 客員教授　
  鈴木 均 委員
② 「ソニーのビジネスと人権に関する取り組み」
  ソニー株式会社 広報・CSR部 CSRグループ ゼネラルマネジャー　シッピー 光 委員
  ソニー株式会社 VP AIコラボレーション・オフィス チーフリサーチエンジニア　藤田 雅博 氏
  ソニー株式会社 AIコラボレーション・オフィス 統括課長　西村 征也 氏

第6回　平成31年1月22日（火）15:00～17:00

① 「新時代の『ビジネスと人権』のあり方に関する調査研究」調査結果、骨子（案） （事務局）

第7回　平成31年2月28日（木）15:00～17:00

① 「新時代の『ビジネスと人権』のあり方に関する調査研究」報告書（案） （事務局）　

第8回　平成31年3月26日（火）15:00～17:00

① 「新時代の『ビジネスと人権』のあり方に関する調査研究」報告書（最終案） （事務局）　

■平成30年度　CSR研究会開催概要
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Ⅱ．「企業活動が人権に与える影響」についての消費者意識に関するアンケート調査

「企業活動が人権に与える影響」についての消費者意識を把握するため、一般市民に対するアンケー
ト調査を実施しました。回答者は男女と10代から60代までの各世代が同数となるよう調整を行ってお
ります。比較のため、米国、英国在住者に対しても同様の内容で調査を実施しました。
アンケート対象期間：2018年11月12日～2018年12月6日
調査対象人数（回答者数）：日本：1,024人、米国：108人（米国在住）、英国：108人（英国在住）

商品・サービスの購入・利用時に重視する項目
商品・サービスの購入・利用時に社会への影響を重視する割合は、日本は英米の約半分であり、全体

の2割という結果となった。なお世代別でみると、社会への影響を重視する割合は60代において最も高
い。

Q.商品やサービスを購入・利用する際に、重視する観点はどれですか（全数、%）

Q.商品やサービスを購入・利用する際に、重視する観点はどれですか（日本・世代別、%）

（複数選択）

（複数選択）
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40.0
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100.0
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人権侵害のニュースが商品・サービスの購入・利用に及ぼす影響
また企業の人権侵害のニュースが、商品・サービスの購入・利用に影響するかについて聞いた結果に

ついても、日本は英米より平均して10～20%低いという結果になった。こうした影響について日本の
男女別にみると、女性の方が男性より平均して10%程度高く、また世代別では60代が最も高く、次に
10代と50代が続く。

Q.商品やサービスを買いたい・利用したいという気持ちにどの程度影響しますか（%）　

Q.商品やサービスを買いたい・利用したいという気持ちにどの程度影響しますか（日本、年代別、%）

（複数選択）

（複数選択）

10 20 30 40 50 60
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企業イメージに影響を及ぼす項目
企業イメージに及ぼす項目については、いずれの国において安全・品質が最も高く、数値も近い値と

なっている。不祥事の予防と対応も、3ヵ国の数値が比較的近い。しかしその他の項目については、日
本は英米よりいずれも低くなっており、企業イメージに影響を及ぼすと考える項目が一部に極端に偏っ
ていることがわかる。
しかし日本の結果を世代別にみると、10代においては、人権への取り組みが企業イメージに与える

と考える割合は英米と遜色ない。若い世代では人権の重視度が高いという結果となった。

Q.企業のイメージに与える影響が大きいと考えるもの（%）

Q. 企業のイメージに与える影響が大きいと考えるもの（日本、年代別、%）

（複数選択）

（複数選択）

10 20 30
40 50 60
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用語や人権侵害のニュースに関する認知度（世代間比較）
用語認知度についてみると、10代においてフェアトレードやエシカル消費、SDGsといった用語の認

知が他世代より高くなっている。また海外での人権侵害のニュースに関する認知度も海外の事例を中心
として10代は他世代より高い結果となっている。

Q．以下の用語を聞いたことがありますか（日本、年代別、%）

Q．以下のようなニュースや事例を聞いたことがありますか（日本、年代別、%）

（複数選択）

（複数選択）

10 20 30

40 50 60

10 20 30

40 50 60
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企業が関わる人権侵害の問題に対する認知（日英米比較）
企業が関わる人権問題について聞いたことがあるかという問いに対しては、日本は英米よりも高い数

値となった。一方でこれまで見てきたように、人権侵害のニュースが購入・利用に与える影響や、購買
時に社会への影響を重視する割合は低くなっていることを踏まえると、漠然と問題意識を抱いていても、
具体的な認知や行動に結びついていないというギャップが存在していることが伺える。

就労先の選択に及ぼす影響
日本においては転職先候補の企業が長時間労働の是正といった働きやすい環境の整備に取り組んでい

る場合、約8割が選択に「影響する」と回答している。ただし、英米よりその割合は低い。

Q.企業が関わる以下の人権問題について聞いたことがありますか（%）　

Q.企業が関わる以下の人権問題について聞いたことがありますか（%）　

（複数選択）

（単一選択）

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0
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新技術に関する懸念
近年急速に進展が進んでいるビックデータやAIなどの新技術が人権問題に影響を及ぼすことに対する

懸念については、英米では7割以上が懸念していると回答した。一方、日本では半数程度にとどまって
いる。

Q.新技術が広く開発・普及していくことに、あなたは懸念がありますか（%）

（単一選択）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

【CSR研究会　担当研究員より】

「ビジネスと人権」のあり方については平成24年度にも同様の調査研究を実施しました。そ
の際は「ビジネスと人権に関する指導原則」が公表されたばかりの時期ということもあり、日本
企業がまだ十分に取り組めていない「新興国等でのサプライチェーンでの人権尊重のあり方」に
ついてフォーカスをした調査研究を行いました。
今年度の調査研究におきましては、その「グローバルなサプライチェーンにおける人権リス
ク」と合わせて「日本国内における人権リスク」「AI等の新しい技術の発展に伴う人権リスク」
また「人権尊重の取り組みを行うことによるポジティブな効果」にスコープを拡大し検討を進め
ております。
調査については、今回掲載した「企業活動が人権に与える影響（市民アンケート）」に加え、
「日本企業の『ビジネスと人権』の取り組みに関するアンケート調査」「研究会での事例発表」
「インタビュー調査」「海外企業の先進事例等の文献調査」を実施し、研究会での議論を通して
新時代の「ビジネスと人権」のあり方についての課題や示唆・提言をとりまとめてまいります。
最終的な報告書の内容につきましては次回の本誌にてご紹介させていただきます。
この場をお借りしまして、事例発表やインタビュー、アンケートにご協力いただきましたご関
係者の皆様に御礼を申し上げます。引き続き、どうぞよろしくお願い致します。

（主任研究員　小西　広晃）
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平成 30年度のものづくり競争力研究会では、昨年度に引き続き、小川紘一 氏（東京大学 政策ビジョン研究
センター シニア・リサーチャー）を座長にお迎えし、AIをテーマに「新時代のものづくりにおける人間とAIの協
働のあり方」について議論を行っています。
第 1回研究会を2018年 9月4日（火）に開催して以降、月1回の頻度で、有識者や委員、行政関係者の
皆様方にご講演・ご議論いただきました。現在は、3月末の調査研究報告書取りまとめに向け、検討を進めてい
るところです。
本稿では、研究会開催のご報告とともに、各研究会でのご講演の概要を紹介させていただきます。なお、それ

ぞれのご講演内容の詳細につきましては、調査研究報告書（2019年 5月公表予定）に掲載させていただく予定
です。

委員名簿
座長

小川　紘一  東京大学 政策ビジョン研究センター シニア・リサーチャー 

委員

池田　拓史  テクノスデータサイエンス・エンジニアリング（株） 執行役員常務
尾木　蔵人  三菱UFJリサーチ&コンサルティング（株）コンサルティング事業本部
  国際業務支援ビジネスユニット 国際アドバイザリー事業部 副部長
白坂　成功  慶応義塾大学 大学院システムデザイン・マネジメント研究科 教授
高梨千賀子  立命館アジア太平洋大学 国際経営学部 准教授
武田　浩一  名古屋大学 大学院情報学研究科 価値創造研究センター長／教授
立本　博文  筑波大学 大学院ビジネス科学研究科 教授
中島　　震  国立情報学研究所 情報社会相関研究系 教授
中田　　亨  国立研究開発法人産業技術総合研究所 人工知能研究センター 
  NEC-産総研人工知能連携研究室 副室長
西岡　靖之  法政大学 デザイン工学部 システムデザイン学科 教授     

オブザーバー

水野　正人  経済産業省 製造産業局 参事官 （併） ものづくり政策審議室　室長 
住田　光世  経済産業省 製造産業局 ものづくり政策審議室 課長補佐
受田　憲昭  経済産業省 製造産業局 ものづくり政策審議室 係長
中田　英彦  経済産業省 製造産業局 ものづくり政策審議室 調査員
高山　真澄  経済産業省 製造産業局 ものづくり政策審議室 調査一係長 
牛嶋　裕之  経済産業省 製造産業局 総務課 課長補佐
坂本　弘美  経済産業省 製造産業局 総務課 課長補佐
庄野　嘉恒  経済産業省 製造産業局 総務課 係長   

事務局

（一財）企業活力研究所      
三菱UFJリサーチ&コンサルティング（株）   
 

（企業名・団体名・役職名は当時、氏名五十音順、敬称略）

写真左から小川座長、水野参事官
（第 7回ものづくり競争力研究会）

委員会の様子
（第 5回ものづくり競争力研究会）

ものづくり
ものづくり競争力研究会

平成30年度
新時代のものづくりにおける人間と
AIの協働のあり方に関する調査研究
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Ⅰ．平成30年度ものづくり競争力研究会　開催日程

第1回　平成30年9月4日（火）15:00～16:20　（悪天候のため短縮開催）
①  調査研究の方針等説明（事務局）
② 「我が国ものづくり企業を巡る現状と課題」
  経済産業省 製造産業局 参事官（併）ものづくり政策審議室 室長
  徳増 伸二 氏
第2回　平成30年9月27日（火）10:00～12:00
①  中国現地調査報告（事務局）
② 「中国ものづくり企業の工場無人化やAI活用等に関する現状と今後」
  三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社 企画管理部門副部門長
  テクノロジー・エバンジェリスト　梅木 秀雄 氏
第3回　平成30年10月25日（木）15:00～17:00
① 「日本と海外の違いに見る製造現場のカイゼン促進」
  PTCジャパン株式会社 製品技術事業部 執行役員 副社長
  成田 裕次 氏
② 「IoTはサプライチェーンをクラウド化する―日本企業の次世代コンピタンスと変革の落とし穴―」
  株式会社バリューグリッド研究所 代表取締役社長
  上野 善信 氏
第4回　平成30年11月29日（木）15:00～17:00
① 「IoT/AIを活用した製造現場のスマート化の現状と今後の展望・波及効果」
  三菱電機株式会社 FAシステム事業本部 産業メカトロニクス事業部
  技師長　安井 公治 氏
  主管技師長　加納 健司 氏
② 「製造業におけるAI、自動車からみたAIの活用法」
  日産自動車総合研究所 モビリティ・サービス研究所 エキスパートリーダー
  上田 哲郎 氏
第5回　平成30年12月25日（火）15:00～17:00
① 「デンソーが目指す　人を成長させる共創型IoT」
  株式会社デンソー 常務役員　山崎 康彦 氏
② 「ロボットを用いたAI生産システムの実用化」
  株式会社沖データ
  技術開発本部 要素技術センター コンポーネント設計部 第一チーム チームリーダー
  谷川 兼一 氏
  生産統括本部 LED統括工場生産技術部 第二チーム チームリーダー
  新井 保明 氏
第6回　平成31年1月10日（木）13:00～15:00
① 「i-Automation!実現によるモノづくり現場革新」
  オムロン株式会社 執行役員
  インダストリアルオートメーションビジネスカンパニー 技術開発本部長
  福井 信二 氏
② 「AIを活用できる組織を実現するために」
  テクノスデータサイエンス・エンジニアリング株式会社 執行役員常務
  池田 拓史 委員
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●自身の中国企業との業務経験から、ものづくりにおける日本との違いについて解説。中国企業の
ものづくりにおける日本企業との大きな違いは「開発投資判断の速さ」と「工場無人化の明確な
目的」にある。判断の速さを支えるのは、コミュニケーションツールを活用したトップの意思確
認の速さだけでなく、様々な組合せを短期間に評価してその中から良いものを採用するという徹
底した方針だ。一方、工場無人化の目的は、効率化や省力化ではなく、あくまで製品の品質向上
にある。ものづくりの現場で、人よりも高い信頼性・正確性を求めた自然な結果なのだ。
●中国と比較した場合の日本の強みは、単純な組合せでは実現できない「すり合わせ力」にあるは
ず。メカ、センサー、データ処理をより密に連携させて、これまでにないユーザ価値を実現する
ものづくりに取り組むべき。つまり、AIの活用についても、AIをどのように使うのか（How）で
はなく、AIを使って何ができるのか（What）を考えることが重要であると言える。

●海外、特に欧米の工場と日本の工場とではIoT/AI 活用に大きな違いがある。欧米は経営者目線
でのIoT/AI 活用を目指すが、日本は現場目線でのIoT/AI 活用を目指す。たとえば、欧米の工場
では、経営層が工場の運営指標（総合設備効率等）を把握することを目的としてIoT/AI を活用
しているのに対し、日本の工場では、現場でのカイゼン推進に役立てるためにIoT/AIを活用して
いる。
●日本の工場におけるIoT/AIの活用は、ボトム＝現場を強くすることに主眼が置かれている。した
がって、現場がIoT/AIをストレスなく、適切に、活用できる仕組みを提供することが重要になる。
たとえば、PTCジャパン株式会社では、IoT/AIと人間をつなぐインターフェイスとしてAR（拡
張現実）の技術に注目している。
●工場内でのAI活用を考えた場合、ローカルでニッチなデータほど解析がしやすい。したがって、
全般的なデータを全て吸い上げようとするのは良策ではない。反対に、活用目的に合わせてデー
タを絞り込むことが重要になる。

第7回　平成31年2月7日（木）15:00～17:00
① 「パナソニックの家電事業とAI」
  パナソニック株式会社 アプライアンス社 技術本部
  デジタルトランスフォーメーション開発センター 所長
  大津 隆史 氏
②  調査研究報告書案の提示および審議（事務局）
第8回　平成31年3月7日（木）13:00～15:00
①  調査研究報告書最終案の提示および審議（事務局）
② 「2019年版ものづくり白書について（仮）」
  経済産業省 製造産業局 参事官（併）ものづくり政策審議室 室長
  水野 正人 氏

（企業・団体名、役職名はご講演当時）

Ⅱ．有識者ご講演の概要

CASE1：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社 （梅木　秀雄 氏）

CASE2：PTCジャパン株式会社 （成田　裕次 氏）
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●AI活用の本質は、自動化・効率化ではなく、価値を創出すること。人間が気づかず捨てていた
データの中から何かを発見し、そのデータのもたらす価値を引き上げるためにAIを活用していく
ことが必要である。
●IoT/AIの活用を進めるためには、不備のない完成品を市場に出すという日本的な思考を変えて
いく必要がある。IoT/AIは、ハードウェアではなくソフトウェアであるため、再現性に乏しい。
よって、実験をいくら積み重ねても完成品を作ることは不可能。まずは一旦市場に出してみて、
試行錯誤しながら確度を上げていくというアプローチのほうが適している。
●IoT/AIはバリューチェーンの各機能をまたぐ形で活用される。したがって、IoT/AIを活用する
ためには、調達や製造等のそれぞれの機能で個別最適化するだけでは対処できない。トップダ
ウンの変革が必要であり、特に、様々なオペレーションを統括するCOO（chief operations 
officer：最高執行責任者）の役割が重要となる。

●欧米は、設計主導という思想があるため、設計した通りに現場が動いているかどうかの確認や、
より良い設計につながることを狙いとしてIoT/AIに期待している。一方、日本では、カイゼンや
すり合わせなど現場の智恵の活用を重点的に行ってきたという経緯もあるため、現場のカイゼン
をモデル化して他工場に展開したり、既存ノウハウをパッケージ化したりする方向でのIoT/AI活
用にも注力している。
●中国は、欧米に倣う形で製造ラインやシステムを導入してきたが、現場での運用の工夫によるコ
ストダウンを実現するために、日本的なカイゼンやすり合わせも取り入れようとしている。
●IoT/AIの活用が進むと、バリューチェーン全体のシミュレーションが可能になり、既存のものづ
くりシステムが大きく変わる。たとえば、発注側は、シミュレーションの結果に応じて、最適
なバリューチェーンをその都度組み替えることが可能となる。一方、受注側（サプライヤー）
は、発注側のシミュレーションに対応するため、デジタルなモデルを提供しなければならなくな
る。三菱電機株式会社も幹事企業を務める「Edgecrossコンソーシアム」では、異種の機械から
構成された製造現場のデジタルモデル生成を容易にするデータ取得プラットフォーム構築への貢
献を推進している。

●昨今、自動車業界では「CASE」というキーワードが盛んに使われるようになった。CASEは、
Connected（コネクテッド）、Autonomous（自動運転）、Shared & Service（カーシェアリ
ング、サービス化）、Electric（電気自動車）の頭文字から作った造語であり、今後の自動車業
界が進むだろう方向性を示している。
●AIの能力は「認識」と「生成」に大別できる。「認識」、とりわけ画像認識はAIが得意としてお
り、工場における製造過程の監視などに使われている。一方、「生成」は現時点ではまだ難しい
ところがあるが、たとえば、日産自動車総合研究所では、GAN（敵対的生成ネットワーク）と
いう技術を用いて自動車の画像をAIに生成させることで、カーデザインへの活用ができないか研
究を進めている。
●自動運転で使うAIの性能を確認するための走行実験は、前例がないため、どのように行うのが良
いのか判断に苦労している。その解の一つとして、仮想空間で走行実験を行うという取組みが始
まっている。この仮想空間の構築にもAIの生成能力の活用が期待できる。

CASE3：株式会社バリューグリッド研究所 （上野　善信 氏）

CASE4：三菱電機株式会社 （安井　公治 氏・加納　健司 氏）

CASE5：日産自動車総合研究所 （上田　哲郎 氏）
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●株式会社デンソーでは2015年から「ダントツ工場」の取り組みを進めている。ダントツ工場の
狙いは、人とIoT/AI等の機械が「共創」することにより、日々進化するダイナミックな工場を作
ることにある。
●IoT/AIのシステムは「標準化」が前提となっているため、欧米のものづくりとは親和性が高い一
方で、日本のものづくりとは極めて親和性が悪い。なぜなら、日本のものづくりは、人間が介在
して「差別化」することにより、競争力を確保してきたからだ。株式会社デンソーでは、競争力
を失わない範囲で標準化に取り組んでいるが、どこで線引きするかは難しい議論となっている。
●IoT/AIのシステムは、現場に近い人間が考えたほうが非常に早く、有効で、しかも安価に作るこ
とができることが分かってきた。そのため、当初、システム開発はベンダーに依頼していたが、
現在では、できる限り内製化し、必要に応じて外部の協力を得るという体制に切り替えている。

●株式会社沖データでは、人手不足の解消（「作業の自動化」）と技術者負担の軽減（「思考の自
動化」）をするため、「ロボットとAIによる生産システム」を開発した。開発されたロボットは、
AIを使った学習（Qラーニングという強化学習の手法）を行うことで、複数の作業工程を最適に
こなすことができるようになった。このロボットを導入した結果、実際に複数の作業工程は無人
化を達成することができた。また、開発にAIを用いたことで、開発にかかる技術者の工数は10
分の1にまで軽減できた。
●一方で、全ての工程を完全に無人化することは、現実的でないことも分かったため、現在は、AI
を使って人の行動をアシストする仕組みの開発にも取り組んでいる。
●IoT/A Iの活用は部門横断でなければできない。そこで、株式会社沖データでは、CoP
（Communitry of Practice）と名付けた会社公認の非公式実践共同体を立ち上げ、複数の部門
の専門家が連携する形でIoT/AI活用を推進した。また、このCoP活動は会社トップからの後押し
もあったため、上手くいったという側面もある。現在もこの輪を広げるべく引き続き活動を展開
している。

●オムロン株式会社では、未来のモノづくりの姿を表す「i-Automation!」というコンセプトを定
め、「integrated（制御進化）」、「intelligent（知能化）」、「interactive（人と機械の新し
い協調）」という3つの方向でモノづくり現場の革新を進めている。特に「interactive」では、
フレキシブルな生産ラインを構築するニーズの高まりを受け、AI技術を搭載した自動搬送モバイ
ルロボットを開発した。このロボットは人や障害物を自動で回避しながら、製品や部品の搬送を
行うことができるため、人と機械が同じ生産ラインで協働できる。また、IoTの導入により人の
作業や動作を記録しモニターに映し出すだけで、人に生産効率を高める気づきが与えられること
も分かってきたため、自社工場内のカイゼン活動に活用している。今後、このような仕組みをさ
らに進化させ、生産性や製品品質の維持向上につなげていく。
●同社は、製造機械や装置に使われるセンサーからPLC（programmable logic controllerの略。
製造機械等の入出力を制御する装置）までを、工場の俯瞰から「高度1～10m」と定義して、製
造現場にフォーカスした事業を展開している。高度10m以上の領域については、パートナー企
業との協業や共同開発を含めて進めている。

CASE6：株式会社デンソー （山崎　康彦 氏）

CASE7：株式会社沖データ （谷川　兼一 氏・新井　保明 氏）

CASE8：オムロン株式会社 （福井　信二 氏）
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●汎用AIではない、現在のAIをビジネスで活用するためには、人間の介入が不可欠である。たとえ
ば、ビジネス上の課題をAIで解析可能な数理問題に再定義するために、データ・サイエンティス
トが関わる必要があるし、AIの解析結果を具体的な改善施策に落とし込むためには、企画部門の
関与が重要となる。つまり、人間はAIの傍観者たりえず、AIを使って問題解決サイクルを回す主
役でなければならない。
●AI人材は、求められるスキルや資質が特異であり、いわゆる「出る杭」人材であると考えられる。
したがって、AI人材を活用するためには、「出る杭」を打たせないための組織設計が欠かせな
い。経営層はAI人材を社内から発見し、すくい上げるとともに、「心理的安全性」を与える等し
て、AI人材に自走を促すことが重要となる。
●AI人材と現場との間には利益相反が起こりがちである。従業員同士の利益相反を解消するために
は、経営層のマネジメント能力が鍵となる。

●今までの家電事業は、事業部ごとの部分最適が望ましいと思ってやってきたが、IoT/AIの活用を
考えると事業部を超えた横展開が必要になった。現在はその横展開に向けて試行錯誤しながら取
り組んでいる。
●中国は始めるのも止めるのも簡単である。一方、日本は始めるのも止めるのも難しい。こうした
事情もあり、IoT/AI等の先端技術を用いた知能化のトライアルは中国で取り組むべきではないか
と考えている。
●パナソニック株式会社では「くらしアップデート業」という新たなスローガンを掲げている。
アップデートとは、アップグレードのように製品の機能を高めることとは異なり、顧客一人ひと
りのその時々のニーズに合わせて更新し続けることである。そのためには、PCのソフトウェア
がアップデートしていくようなアーキテクチャを家電も持たなければならないだろう。たとえば、
パナソニック株式会社のくらしの統合プラットフォームである「HomeX」はこのような「くら
しアップデート」をお客様に提供するための基盤となるアーキテクチャである。

CASE9：テクノスデータサイエンス・エンジニアリング株式会社 （池田　拓史 委員）

CASE10：パナソニック株式会社アプライアンス社 （大津　隆史 氏）

【ものづくり競争力研究会　担当研究員より】

上記の通り、今年度のものづくり競争力研究会では、10名の有識者の皆様にご講演いただき
ました。有識者の皆様からは、ご自身の様々なお立場・ご経験を踏まえたうえで、非常に説得力
のあるご講演をしていただき、報告書作成に向けて数多くの示唆をいただくことができました。
この場を借りて、改めて御礼申し上げます。
皆様方のご講演で特に印象的だったのは、どの方からも「日本の製造業が長年培ってきた『現
場力』を活かす形でのAI活用こそが日本企業には適している」という主旨のご意見をいただい
たことです。こうした「現場力」を活かすAI活用は、AIで人の代替をしようとする意識の強い国、
とりわけ中国とは異なる活用方法ですが、日本企業の強みをさらに強化できるという点で大きな
競争力になりうるとのご指摘でした。私個人としては、昨年9月に中国現地調査を実施した際に
大きな衝撃を受けていたこともあり、AI活用については「先進的な中国やアメリカに倣うのが良
い」と安易に考えていましたので、大いに反省するとともに、やはり、「現場力」を活かす方向
でのAI活用に取り組んでいくべきであると考えを改めさせられました。
報告書は現在作成中ですが、上記の点も含め、読者の皆様に参考にしていただけるような考
察・提言をできる限り盛り込めるよう鋭意取り組んでおります。ご関係の皆様におかれましては、
引き続き、ご指導とご協力を賜りますようよろしくお願い申し上げます。

（主任研究員　福本　泰起）

※この事業は、競輪の補助を受けて実施しているものです。
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平成 30年 12月11日（木）に、第 41回　経営戦略・産業政策委員会が、宮本勝弘委員長（新日鐵住金
㈱　代表取締役副社長）の司会進行により開催されました。
委員会冒頭で、経済産業省 経済産業政策局 風木 淳 大臣官房審議官から「日本の経済政策の方向性」につ

いてご説明があり、その後、参加者による活発な意見交換が行われました。本稿では、風木審議官のご説明の要
旨を掲載いたします。

ご出席者名簿
委員長

宮本　勝弘  新日鐵住金（株） 代表取締役副社長  
 
経済産業省  

風木　　淳  大臣官房審議官（経済産業政策局担当）  
 
顧問    

清成　忠男  事業構想大学院大学 顧問   
      
委員   

粟井　一樹 （株）IHI 常務執行役員 総務部長  
長岡　秋広  アステラス製薬（株） 渉外部 専任理事  
森川　剛志  キヤノン（株） 渉外本部 渉外センター 副所長  
安達　博治  JXTGホールディングス（株） 取締役 常務執行役員
上田　洋輔  JFEスチール（株） 常務執行役員  

神谷百合香  ソニー（株） 渉外･通商部 シニアゼネラルマネージャー  
石井　直生  トヨタ自動車（株） 常務役員   
島田玄一郎  パナソニック（株） 渉外本部 渉外部 部長  
亀尾　和弘  （株）日立製作所 グローバル渉外統括本部 産業政策本部 担当本部長  
     
委員代理   

新濱　功啓  大阪ガス（株） 東京支社長   
井上径一郎  四国電力（株） 東京支社 執行役員支社長  
小久保慎一  スズキ（株） 東京支店 渉外課長  
松瀬　達也  ダイキン工業（株） 東京支社 渉外室長  
中嶋　哲也 （株）東芝 産業政策渉外室 渉外戦略担当グループ長  
梶谷　　俊  東北電力（株） 東京支社 業務グループ 課長  
渡壁　　誠  日本電気（株） 常務理事   

（企業・団体名・役職名は当時、企業・団体名五十音順　敬称略）

写真左から、宮本委員長、風木審議官 委員会の様子

経営戦略
経営戦略・産業政策委員会

日本の経済政策の方向性について
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日本の経済政策の方向性について

日本の経済政策の方向性

1．今後の成長戦略の方向性
風木審議官からは、まず、直近の未来投資会議（平成30年11月26日）での議論を踏まえ、今後の成

長戦略の方向性として ①Society5.0の実現、②全世代型社会保障への改革、③地方施策の強化 の3本
柱を中心にご説明いただきました。

2．消費税率引上げに伴う対応
続けて、平成31年10月1日に引上げ予定の消費税率について、その経済への影響を緩和する措置に

ついてご説明いただきました。

3．外国人の受入れに向けた対応
また、外国人材の受入れ拡大に向けた改正出入国管理法（平成30年12月8日可決）の概要について

も、新たな在留資格である「特定技能1号」「特定技能2号」の内容を中心にご説明いただきました
（表1）。

※ご講演では、その他、マクロ経済・世界経済情勢/対中通商政策、産業構造審議会2050経済社会構造
部会（人生100年時代に対応した「明るい社会保障改革」の方向性）、デジタルプラットフォーマー、
ベンチャー企業支援策（J-Startup）、につきましても最新の政策動向をご紹介いただきました。

表1　2019年4月以降の外国人材受入れ方針の全体像
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企業法制
企業法制委員会

平成30年 11月15日（木）の企業法制委員会では、一般社団法人 日本経済団体連合会 経済基盤本部 本
部長の小畑良晴委員より「会社法制（企業統治等関係）の見直しに関する要綱案（仮案）」についてのご説明が
ありました。
川田順一委員長（JXTGホールディングス株式会社 取締役 副社長執行役員）の司会により進められ、ご説明
後、参加者を交えて活発な意見交換が行われました。

ご出席者名簿
委員長 

川田　順一  JXTGホールディングス（株） 取締役 副社長執行役員
 
出席委員 

山下　淳二 （株）神戸製鋼所 法務部長
古本　省三  新日鐵住金（株） 執行役員 法務部長
細野　秀一  中部電力（株） 執行役員 法務室長
小畑　良晴 （一社）日本経済団体連合会 経済基盤本部 本部長

代理出席  

国井　厚志  アステラス製薬（株） 法務部 専任理事
林　　剛史  四国電力（株） 総務部 リーダー
青木　利高 （株）資生堂 リーガル・ガバナンス部 グループマネージャー
高橋　彩子  損害保険ジャパン日本興亜（株） 法務部 課長
坂本清士郎  東レ（株）  コンプライアンス部員
中村　順子  トヨタ自動車（株） 法務部 法務室 東京グループ 主幹

林　永美子  日産自動車（株） 法務室
辻　千恵子  パナソニック（株） リスク・ガバナンス本部 ガバナンス運営部 企画課 課長
澤田　真周 （株）日立製作所 法務本部 証券・戦略法務グループ 部長代理
丹羽　正典  富士通（株） コーポレート法務部 統括部長
佐々木　稔  三菱商事（株） 法務部 企画法務チーム 課長

経済産業省  

坂本　里和  経済産業政策局 産業組織課 課長
町井　弘明  経済産業政策局 産業組織課 課長補佐
疋田　正彦  経済産業政策局 産業組織課 課長補佐
越智　晋平  経済産業政策局 産業組織課 課長補佐
大草　康平  経済産業政策局 産業組織課 課長補佐
樋口　周一  経済産業政策局 産業組織課 係長
行廣　侑真  経済産業政策局 産業組織課 係長
   

（企業名・団体名・役職名は当時、企業名・団体名五十音順　敬称略）

写真左より、川田委員長、坂本課長 小畑委員

「会社法制（企業統治等関係）の見直しに関する
要綱案（仮案）」について
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「会社法制（企業統治等関係）の見直しに関する要綱案（仮案）」について

第1部  株主総会に関する規律の見直し

第1  株主総会資料の電子提供制度
1　電子提供措置をとる旨の定款の定め
株式会社は，取締役が株主総会（種類株主総会を含む。）を招集するときは，次に掲げる資料（以
下第1において「株主総会参考書類等」という。）の内容である情報について，電子提供措置（電磁的
方法により株主（種類株主総会を招集する場合にあっては，ある種類の株主に限る。）が当該情報の
提供を受けることができる状態に置く措置であって法務省令で定めるものをいう。以下第1において同
じ。）をとる旨を定款で定めることができるものとする。この場合において，その定款には，電子提供
措置をとる旨を定めれば足りるものとする。
ア  株主総会参考書類
イ  議決権行使書面
ウ  第437条の計算書類及び事業報告
エ  第444条第6項の連結計算書類
（注1） 社債，株式等の振替に関する法律（以下「振替法」という。）第128条第1項に規定する振替

株式（以下単に「振替株式」という。）の要件に，電子提供措置をとる旨の定款の定めがあ
る会社の株式であることを追加するものとする。

（注2） 本要綱に基づく改正法の施行の際現に当該改正法による改正前の振替法第128条第1項に規定
する振替株式を発行している会社は，当該改正法の施行の日を効力発生日とする電子提供措
置をとる旨の定款の定めを設ける定款の変更の決議をしたものとみなすものとする。

（注3） 電子提供措置をとる旨の定款の定めがあるときは，その定めを登記しなければならないものと
する。

2　電子提供措置
①　電子提供措置をとる旨の定款の定めがある株式会社の取締役は，第299条第2項各号に掲げる場合
には，株主総会の日の［3］週間前の日又は3①により読み替えて適用する同条第1項の通知を発した
日のいずれか早い日（以下第1において「電子提供措置開始日」という。）から株主総会の日後3か
月を経過する日までの間（以下第1において「電子提供措置期間」という。），次に掲げる事項に係
る情報について継続して電子提供措置をとらなければならないものとする。
ア　第298条第1項各号に掲げる事項
イ　第301条第1項に規定する場合には，株主総会参考書類及び議決権行使書面に記載すべき事項
ウ　第302条第1項に規定する場合には，株主総会参考書類に記載すべき事項
エ　3④により読み替えて適用する第305条第1項の規定による請求があった場合には，同項の議案の
要領
オ　株式会社が取締役会設置会社である場合において，取締役が定時株主総会を招集するときは，第
437条の計算書類及び事業報告に記載され，又は記録された事項
カ　株式会社が会計監査人設置会社（取締役会設置会社に限る。）である場合において，取締役が定時
株主総会を招集するときは，第444条第6項の連結計算書類に記載され，又は記録された事項
キ　アからカまでに掲げる事項を修正したときは，その旨及び修正後の事項
②　①にかかわらず，取締役が3①により読み替えて適用する第299条第1項の通知に際して株主に対
し議決権行使書面を交付するときは，議決権行使書面に記載すべき事項に係る情報については，①に
より電子提供措置をとることを要しないものとする。
③　①にかかわらず，金融商品取引法第24条第1項の規定によりその発行する株式について有価証券報
告書を内閣総理大臣に提出しなければならない株式会社が，電子提供措置開始日までに①アからキま

会社法制（企業統治等関係）の見直しに関する要綱案（仮案）についてご報告がありましたが、ここ
では要綱案（仮案）の一部を以下に抜粋します。

会社法制（企業統治等関係）の見直しに関する要綱案（仮案）※抜粋
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でに掲げる事項（定時株主総会に係るものに限り，議決権行使書面に記載すべき事項を除く。）を記
載した有価証券報告書（添付書類及びこれらの訂正報告書を含む。）の提出の手続を同法第27条の
30の2に規定する開示用電子情報処理組織（以下第1において単に「開示用電子情報処理組織」とい
う。）を使用して行う場合には，当該事項に係る情報については，①により電子提供措置をとること
を要しないものとする。

3　株主総会の招集の通知等の特則
①　2①の場合における第299条第1項の適用については，同項中「2週間（前条第1項第3号又は第4号
に掲げる事項を定めたときを除き，公開会社でない株式会社にあっては，1週間（当該株式会社が取
締役会設置会社以外の株式会社である場合において，これを下回る期間を定款で定めた場合にあって
は，その期間））」とあるのは，「［2］週間」とするものとする。

②　第299条第4項の規定にかかわらず，2①の場合には，同条第2項又は第3項の通知には，第298
条第1項第5号に掲げる事項を記載し，又は記録することを要しないものとする。この場合において，
当該通知には，同条第1号から第4号までに掲げる事項のほか，次に掲げる事項を記載し，又は記録
しなければならないものとする。

ア　電子提供措置をとっているときは，その旨
イ　2③の手続を開示用電子情報処理組織を使用して行ったときは，その旨
ウ　ア及びイに掲げるもののほか，法務省令で定める事項
③　第301条第1項，第302条第1項，第437条及び第444条第6項の規定にかかわらず，電子提供措置
をとる旨の定款の定めがある株式会社においては，取締役は，株主総会の招集の通知に際して，株主
に対し，株主総会参考書類等を交付し，又は提供することを要しないものとする。

④　電子提供措置をとる旨の定款の定めがある株式会社における第305条第1項の規定の適用について
は，同項中「その通知に記載し，又は記録すること」とあるのは，「当該議案の要領について電子提
供措置をとること」とするものとする。

4　書面交付請求
①　電子提供措置をとる旨の定款の定めがある株式会社の株主（第299条第3項の承諾をした株主を除
く。）は，株式会社に対し，2①に掲げる事項（以下第1において「電子提供措置事項」という。）
を記載した書面の交付を請求することができるものとする。

（注1） 種類株主総会について準用する場合（（第1の後注）参照）における2①に掲げる事項も電子
提供措置事項に含まれるものとする。

（注2） 振替株式の株主による書面交付請求権の行使に関する特例加入者は，次に掲げる振替株式の
発行者に対する書面交付請求を，その直近上位機関を経由してすることができるものとする。
この場合において，会社法第130条第1項の規定にかかわらず，書面交付請求をする権利は，
当該発行者に対抗することができるものとする。

ア　当該加入者の口座の保有欄に記載又は記録がされた当該振替株式（当該加入者が振替法第151条第
2項第1号の申出をしたものを除く。）

イ　当該加入者が他の加入者の口座における特別株主である場合には，当該口座の保有欄に記載又は記
録がされた当該振替株式のうち当該特別株主についてのもの

ウ　当該加入者が他の加入者の口座の質権欄に株主として記載又は記録がされた者である場合には，当
該質権欄に記載又は記録がされた当該振替株式のうち当該株主についてのもの

エ　当該加入者が振替法第155条第3項の申請をした振替株式の株主である場合には，同条第1項に規
定する買取口座に記載又は記録がされた当該振替株式のうち当該株主についてのもの

②  取締役は，2①の場合には，3①により読み替えて適用する第299条第1項の通知に際して，①によ
る請求（以下第1において「書面交付請求」という。）をした株主（当該株主総会において議決権を
行使することができる者を定めるための基準日（第124条第1項に規定する基準日をいう。）を定め
たときは，当該基準日までに書面交付請求をした株主に限る。）に対し，当該株主総会に係る電子提
供措置事項を記載した書面を交付しなければならないものとする。

（注） 第126条第1項から第4項までの規定は，②により株主に書面を交付する場合について準用する
ものとする（第126条第5項参照）。
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「会社法制（企業統治等関係）の見直しに関する要綱案（仮案）」について

③　株式会社は，電子提供措置事項のうち法務省令に定めるものの全部又は一部については，②により
交付する書面に記載することを要しない旨を定款で定めることができるものとする。

④  書面交付請求をした株主がある場合において，その書面交付請求の日（当該株主が⑤ただし書によ
り異議を述べた場合にあっては，当該異議を述べた日）から［1］年を経過したときは，株式会社は，
当該株主に対し，②による書面の交付を終了する旨を通知し，かつ，これに異議のある場合には一定
の期間内に異議を述べるべき旨を催告することができるものとする。ただし，当該期間は，1か月を
下ることができないものとする。

⑤  ④による通知及び催告を受けた株主がした書面交付請求は，④の期間を経過した時にその効力を失
うものとする。ただし，当該株主が当該期間内に異議を述べたときは，この限りでないものとする。

第2  株主提案権
1　株主が提案することができる議案の数の制限
  取締役会設置会社の株主が第305条第1項の規定による請求をする場合において，当該株主が提出し
ようとする議案の数が10を超えるときは，同項から第3項までの規定は，10を超える数に相当するこ
ととなる数の議案については，適用しないものとする。この場合において，次に掲げる議案の数につい
ては，次に掲げる議案の区分に応じ，それぞれ①から④までに定める方法によって数えるものとする。
①　取締役，会計参与，監査役又は会計監査人（以下1において「役員等」 という。）の選任に関する
議案役員等の候補者の数にかかわらず，一の議案と数える方法

②　役員等の解任に関する議案  解任しようとする役員等の数にかかわらず，一の議案と数える方法
③　会計監査人を再任しないことに関する議案  再任しないこととしようとする会計監査人の数にかか
わらず，一の議案と数える方法

④　複数の事項をその内容とする定款の変更に関する議案  当該複数の事項について異なる議決がされ
たとすれば当該議決の内容が相互に矛盾することとなる場合には，まとめて一の議案と数え，それ以
外の場合には，一の事項ごとに一の議案と数える方法

（注） 取締役会設置会社の株主が第305条第1項の規定による請求をする場合において，当該株主が提
出しようとする議案の数が10を超えるときにおける10を超える数に相当することとなる数の
議案の決定の方法は，当該株主が当該請求と併せて議案相互間の優先順位を定めている場合に
は，当該定められている優先順位に従って数えたときに10を超える数に相当することとなる数
の議案とする方法とし，それ以外の場合には，株式会社が定める方法とするものとする。

2　目的等による議案の提案の制限
　第304条本文及び第305条第1項から第3項までの規定は，次のいずれかに該当する場合には，適用し
ないものとする。
①　株主が，専ら人の名誉を侵害し，人を侮辱し，若しくは困惑させ，又は自己若しくは第三者の不正
な利益を図る目的で，第304条本文の規定による議案の提出又は第305条第1項本文の規定による請
求をする場合

②　第304条本文の規定による議案の提出又は第305条第1項本文の規定による請求により株主総会の
適切な運営が著しく妨げられ，株主の共同の利益が害されるおそれがあると認められる場合

第２部  取締役等に関する規律の見直し

第1  取締役等への適切なインセンティブの付与
1  取締役の報酬等
（5）　情報開示の充実
会社役員の報酬等に関する次に掲げる事項について，公開会社における事業報告による情報開示に関

する規定の充実を図るものとする。
①　報酬等の決定方針に関する事項
②  報酬等についての株主総会の決議に関する事項
③  取締役会の決議による報酬等の決定の委任に関する事項
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④  業績連動報酬等に関する事項
⑤  職務執行の対価として株式会社が交付した株式又は新株予約権等に関する事項
⑥  報酬等の種類ごとの総額
（補足説明）
①については，例えば，報酬等の決定方針を定めているときは，（i）報酬等の決定方針の決定の方

法，（ⅱ）報酬等の決定方針の内容の概要及び（ⅲ）当該事業年度に係る取締役の報酬等の内容が当該
方針に沿うものであると取締役会（指名委員会等設置会社にあっては，報酬委員会）が判断した理由を
事業報告の内容に含めなければならないものとすることが考えられる。
②については，例えば，第361条第1項の株主総会の決議の日，当該決議の内容及び当該決議が二以

上の取締役についての定めであるときは，当該定めに係る取締役の員数を事業報告の内容に含めなけれ
ばならないものとすることが考えられる。
③については，例えば，再一任をしている旨，再一任の相手方及び再一任をしている事項を開示しな

ければならないものとすることが考えられる。
④については，例えば，業績連動報酬等（株式会社の業績を示す指標を基礎として算定される額又は

数の金銭その他の財産による報酬等をいう。）を受けている場合においては，（ⅰ）当該業績連動報酬
等が金銭でないときは，その内容，（ⅱ）当該業績連動報酬等の額又は数の算定の基礎として選定した
株式会社の業績を示す指標の内容及び当該指標を選定した理由，（ⅲ）当該業績連動報酬等の額又は数
の算定方法並びに（ⅳ）当該業績連動報酬等の額又は数の算定の基礎となる指標の数値を事業報告の内
容に含めなければならないものとすることが考えられる。
⑤については，例えば，当該株式又は新株予約権等の内容の概要や保有状況等を開示しなければなら

ないものとすることが考えられる。
⑥の報酬等の種類については，例えば，基本報酬，業績連動報酬等が考えられるが，当該種類の内容

については，開示する意義を踏まえ，検討する必要がある。

3　役員等のために締結される保険契約
①　株式会社が，役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受け
ることによって生ずることのある損害を塡補することを約する保険契約であって，役員等を被保険者
とするもの（法務省令で定めるものを除く。以下3において「役員等賠償責任保険契約」という。）
の内容の決定をするには，株主総会（取締役会設置会社にあっては，取締役会）の決議によらなけれ
ばならないものとする。

（注1） 法務省令で定めるものは，いわゆる生産物賠償責任保険（PL保険），企業総合賠償責任保険
（CGL保険），自動車賠償責任保険，海外旅行保険等に係る保険契約とするものとする。

（注2） 第399条の13第5項各号及び第416条第4項各号に掲げる事項に，役員等賠償責任保険契約の
内容の決定を，それぞれ追加するものとする。

②　第356条第1項及び第365条第2項（これらの規定を第419条第2項において準用する場合を含
む。）並びに第423条第3項の規定は，役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任
の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を塡補することを約する保険契約で
あって，取締役又は執行役を被保険者とするものの締結については，適用しないものとする。

③　民法第108条の規定は，②の保険契約の締結については，適用しないものとする。ただし，当該保
険契約が役員等賠償責任保険契約である場合には，①の決議によってその内容が定められたときに限
るものとする。

　（3の注） 上記のほか，株式会社が当該事業年度の末日において公開会社である場合において，役員
等賠償責任保険契約を締結しているときは，次に掲げる事項を事業報告の内容に含めなければならな
いものとする。

ア　当該役員等賠償責任保険契約の被保険者
イ　当該役員等賠償責任保険契約の内容の概要（役員等による保険料の負担割合，塡補の対象とされる
保険事故の概要及び当該役員等賠償責任保険契約によって当該役員等の職務の適正性が損なわれない
ようにするための措置を講じているときは，その措置の内容を含む。）
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第2  社外取締役の活用等
2　社外取締役を置くことの義務付け
［監査役会設置会社（公開会社であり，かつ，大会社であるものに限る。）であって金融商品取引法

第24条第1項の規定によりその発行する株式について有価証券報告書を内閣総理大臣に提出しなければ
ならないものは，社外取締役を置かなければならないものとする。］
（補足説明）
当部会においては，仮に，本文のように会社法において社外取締役を置くことが義務付けられた場合

には，社外取締役に欠員が生じている状況でされた取締役会決議に瑕疵が生じ得ることを回避するため
に，事実上，補欠の社外取締役又は複数の社外取締役を選任する必要が生じ，本文に掲げた株式会社
（以下「上場会社等」という。）に与える負担，影響が，社外取締役を一名選任することにとどまらな
いことを懸念する旨の指摘がされている。
しかし，仮に，会社法において社外取締役を置くことが義務付けられた場合であっても，社外取締役

に欠員が生じたことが，直ちに取締役会決議の効力に影響すると考える必要はないと考えられる。当部
会においても，仮に，上場会社等について社外取締役を置くことを義務付けたとしても，社外取締役は
取締役会の構成員の一人であって，これを特別扱いして，社外取締役を欠くときに有効に取締役会の決
議をすることができないとまで考える必要はないという指摘がされている。
そして，会社法においては，指名委員会等設置会社における各委員会等の機関については，その構成

員のうち一定数が社外役員でなければならないという規律が置かれているが（同法第400条第3項，第
331条第6項，第335条第3項），本文においては，これらの規定の定め方とは異なり，「上場会社等は，
社外取締役を置かなければならない」という定め方をすることを想定しており，このような定め方であ
れば，取締役会の決議要件との関係においては社外取締役を特別扱いせず，社外取締役を欠いている場
合であっても，直ちに有効に取締役会の決議をすることができないこととなるものではないと整理する
ことができると考えられる。本文は，このような整理を前提として，上場会社等について社外取締役を
置くことを義務付けるものとするものである。
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企業法制
企業法制委員会

平成 31年 1月24日（木）の企業法制委員会では、経済産業省 経済産業政策局 産業組織課 坂本里和課
長より「公正なM&Aの在り方に関する研究会の議論の進捗状況」と「役員の業績連動給与に係る損金算入手
続きの見直し」についてのご説明がありました。
川田順一委員長（JXTGホールディングス株式会社 取締役 副社長執行役員）の司会により進められ、ご説明
後、参加者を交えて活発な意見交換が行われました。

ご出席者名簿
委員長 

川田　順一  JXTGホールディングス（株） 取締役 副社長執行役員

出席委員  

野﨑　　郷  アステラス製薬（株） 法務部長
山下　淳二 （株）神戸製鋼所 法務部長
野間　豊史  損害保険ジャパン日本興亜（株） 法務部長
細野　秀一  中部電力（株） 執行役員 法務室長
佐成　　実  東京ガス（株） 執行役員（ガバナンス担当）
小畑　良晴 （一社）日本経済団体連合会 経済基盤本部 本部長
新井　克彦  パナソニック（株） リスク・ガバナンス本部 副本部長
  

代理出席

林　　剛史  四国電力（株） 総務部 リーダー
青木　利高 （株）資生堂 リーガル・ガバナンス部 グループマネージャー
川村　泰一  東レ（株） 法務部 部長
柴田　雄一  トヨタ自動車（株） 法務部 法務室 東京グループ 主幹
桐野　哲平  富士通（株） 法務・コンプライアンス・知的財産本部 コーポレート法務部
中尾智三郎  三菱商事（株） 法務部 部長代行
  
経済産業省  

坂本　里和  経済産業政策局 産業組織課 課長
町井　弘明  経済産業政策局 産業組織課 課長補佐
黒谷　要介  経済産業政策局 産業組織課 課長補佐
越智　晋平  経済産業政策局 産業組織課 課長補佐
大草　康平  経済産業政策局 産業組織課 課長補佐
樋口　周一  経済産業政策局 産業組織課 係長
行廣　侑真  経済産業政策局 産業組織課 係長

　（企業名・団体名・役職名は当時、企業名・団体名五十音順　敬称略）

写真左より、川田委員長、坂本課長 企業法制委員会の様子

公正なＭ＆Ａの在り方に関する研究会の議論の進捗状況について
役員の業績連動給与に係る損金算入手続きの見直しについて
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公正なＭ＆Ａの在り方に関する研究会の議論の進捗状況について

Ⅰ．研究会開催の趣旨

Ⅱ．近年の状況

■第4次産業革命の進展というグローバルな環境変化の中、我が国企業が持続的な成長と中長期的な企
業価値の向上を果たす上で、M&Aにより大胆な事業再編や経営資源の効率的な活用を進めることは
極めて重要。

■公正なM&Aの在り方を明らかにし、取引関係者の共通認識を形成することは、我が国のM&Aの公
正・健全な発展につながる。また、取引に係る予見可能性の向上・不確実性の軽減につながり、経済
的意義を有するM&Aを促進するとともに、我が国の資本市場に対する信頼の維持・向上にもつなが
り、海外投資家の資金を我が国の資本市場に集め、企業活動への投資を促す上でも重要。

■経済産業省は、平成19年9月4日、MBOに関する公正なルールの在り方を提示するため、「企業価値
の向上及び公正な手続確保のための経営者による企業買収（MBO）に関する指針」（以下「MBO指
針」）を策定。

■MBO指針の策定から既に10年が経過しており、その間、実務、裁判例や議論の蓄積が見られ、重要
な判例等も出されている。また、社外取締役の選任の増加をはじめとするコーポレートガバナンス改
革の進展や株式保有構造の変化等、上場企業を取り巻く社会経済状況にも変化が生じている。MBO
指針において提言されている透明性・合理性確保のための実務上の対応について、実際の採用や実
施の在り方がMBO指針の趣旨に沿ったものとなっていない場合もあるのではないかとの指摘もある。
こうした状況を踏まえて、MBO指針の見直しについて検討する時期に来ているとの指摘がある。

■また、MBO指針は、利益相反構造のあるM&Aのうち、MBOを中心に提言を行ったものであるとこ
ろ、親会社が上場子会社を完全子会社化する場合をはじめとする支配株主による従属会社の買収等、
MBO以外の利益相反構造のあるM&Aについても論点整理を行うべきとの指摘もある。

■以上を踏まえて、MBO指針の見直しの要否を含めて、我が国の公正なM&Aの在り方について検討を
行うため、本研究会を開催する。

�� ��
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Ⅲ．ＭＢＯ指針の概要

位置付け・目的等

検討対象取引（スコープ）

議論の着眼点

尊重されるべき原則

透明性・合理性確保のための枠組み

■「企業価値の向上及び株主利益への配慮のための公正な手続確保を目的とした、MBOに関する公正
なルールのあり方を提示するもの」

■「実務上のMBOの公正なあり方を模索することにより、今後我が国企業社会においてベストプラク
ティスが形成され、今後の我が国におけるMBOが、公正・健全な形で更に発展していくことを目的
とするもの」

■「本指針で提案されている原則論や実務上の対応等は、あくまで、MBOの公正性を担保しつつ、経
済的意義を有するMBOを発展させるためにはどのような点に留意するのが適切かとの観点から提案
されたものであり、MBOに新たな規制を課す趣旨で提案されたものではない」

■「法律論的な視点としては、（i）会社法における取締役の忠実義務の議論の一環として位置づける
ことが可能であるとの指摘もあるが、」「会社法上の明確な位置付けを行うことは困難」。「より広
範な視点として、（ii）公正なM&Aルールの一環として企業社会において共有されるべきルール、と
いう側面からも位置付けられるべき」

■「不特定多数の株主との関係について検討が必要な場合として、上場会社において非上場化を伴って
行われるMBOに限定して、検討」。「まず公開買付けを行った後に、完全子会社化（スクイーズア
ウト）を実施し、100％株式の取得を行う場合を前提に議論」

■「支配会社と従属会社の関係にある会社間で組織再編が行われるような場合については、構造上の利
益相反問題が存するという点ではMBOと同様」。「対抗買付の機会を確保したとしても、対抗者が
出現する可能性が低く、必ずしも適正性の担保とはならない」等の「相違点についてはMBOと同じ
議論は適用できないと考えられるが、その他の点については、基本的にMBOの議論と同じ考え方が
できる」

■「MBOの取引に特有の論点」は、「取締役が自社の株式を買い付けるという取引の構造上、必然的
に利益相反的構造が生じる」点

■利益相反に関する点以外の論点は、「必ずしもMBOに特有の論点ではないと考えられることか
ら、」「主に利益相反に関する論点から」検討

■第１原則：企業価値の向上（望ましいMBOか否かは、企業価値を向上させるか否かを基準に判断さ
れるべきである）

■第２原則：公正な手続を通じた株主利益への配慮（MBOは取締役と株主との間の取引であるため、
株主にとって公正な手続を通じて行われ、株主が受けるべき利益が損なわれることのないように配慮
されるべきである）

■①株主の適切な判断機会の確保
■②意思決定過程における恣意性の排除
■③価格の適正性を担保する客観的状況の確保
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Ⅳ．指針見直しの要否、対象取引についての議論

実務上の具体的対応

MBO指針の見直しの要否、位置付け

●MBO指針について、策定後の実務等の蓄積や判例法理の発展等を踏まえて、また、日本におけ
る望ましいM&Aに関するルール形成の観点から、見直しが必要であるという点については、意
見が一致した。

●その上で、MBO指針の見直しに当たっては、その基本的な位置付け等は踏襲すべき旨のご意見
や、取引関係者にどのように受け止められるかという点にも十分配慮する必要がある旨のご意見、
利益相反の程度に応じて必要な措置も異なり得るのであり、常に全ての措置を講じる必要がある
わけではないことを明確にすべき旨のご意見があった。

●MBO指針の見直しに当たっては、MBO指針の基本的な位置付けを踏襲しつつ、以下のような位
置付けとすることで異議はなかった。

■「実務上のMBOの公正なあり方を模索することにより、今後我が国企業社会においてベストプラク
ティスが形成され、今後の我が国におけるMBOが、公正・健全な形で更に発展していくことを目的
とするもの」（MBO指針1（2））

■「本指針で提案されている原則論や実務上の対応等は、あくまで、MBOの公正性を担保しつつ、経
済的意義を有するMBOを発展させるためにはどのような点に留意するのが適切かとの観点から提案
されたものであり、MBOに新たな規制を課す趣旨で提案されたものではない」（MBO指針1（2））

■指針で提案される取引条件の公正さを担保することに資する各措置は、利益相反構造のあるM&Aに
おいて取引条件の公正さを手続的に担保するために一般的に有効と考えられる手段（ツール）と位置
付けられるものであり、したがって、公正な取引条件を実現する上での必要条件ではない（各措置を
講じない場合でも、公正な取引条件を実現すること自体は可能）。
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●検討対象とすべき取引（スコープ）については、MBOに加えて、「支配株主による従属会社の
買収」についても本研究会の検討対象とするという点については、概ね意見が一致した。

●検討対象取引（スコープ）を拡大する場合、取引構造、利益相反性、情報の非対称性等に係る取
引類型間の共通点・相違点等について丁寧な分析が必要である旨のご意見や、実際には両類型に
は連続性があり、取引も、またその公正さを担保することに資する措置の最適な組合せも多様で
あることを意識して見直しを行うべき旨のご意見があった。

●例えば、公正性担保措置の有効性や弊害等に係るMBOとの相違点として、支配株主による従属
会社の買収の場合には、マーケット・チェックが有効に機能しにくい旨のご意見や、Majority of 
Minority条件の設定に伴う弊害が大きい旨のご意見があった。

●また、一定の公正性担保措置が有効に機能しない場合には、他の措置によってこれを補い、全体
として取引の公正さを担保する必要がある旨のご意見があった。

検討対象取引（スコープ）

MBO
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役員の業績連動給与に係る損金算入手続きの見直しについて
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平成30年 11月1日（木）に、第42回　税制委員会が、合間篤史委員長（新日鐵住金㈱　財務部上席主
幹）の司会進行により開催されました。
委員会冒頭で、経済産業省 経済産業政策局 企業行動課 小川 要 課長から「平成31年度税制改正」につい
てご説明があり、その後、参加者による活発な意見交換が行われました。本項では、小川課長のご説明の要旨を
掲載いたします。

ご出席者名簿
委員長

合間　篤史  新日鐵住金（株） 財務部 上席主幹
   
経済産業省  

小川　　要  経済産業政策局 企業行動課 課長
筑紫　正宏  経済産業政策局 企業行動課 課長補佐
田頭　壮一  経済産業政策局 企業行動課 課長補佐
二宮　翔平  経済産業政策局 企業行動課 係員
   
委員  

亀井　秀次 （一財）エンジニアリング協会 総務部長
菖蒲　静夫  キヤノン（株） 理事 経理本部 税務担当 上席
若尾　英之  コスモエネルギーホールディングス（株） 経理部長 
竹中　英道  ソニー（株） グローバル経理センター コーポレート税務企画部 統括部長

石﨑　正樹  トヨタ自動車（株） 渉外広報部 国内渉外室 担当課長 
小畑　良晴 （一社）日本経済団体連合会 経済基盤本部 本部長 
大貫　篤繁  日本電気（株） 経理本部長
清矢　祐司 （一社）日本貿易会 政策業務第一グループ長 
坂本　隼人  パナソニック（株） 経理・財務部 主幹 
加藤　建治 （公社）リース事業協会 企画部長 
   
委員代理  

松尾　耕造  住友化学（株） 経理部 PJ支援・税務チームリーダー 
鈴木　　弘  太平洋セメント（株） 経理部 経理グループ サブリーダー 
山川　美雄  東京ガス（株） 経理部 課長 
柳原　宏至  東京電力ホールディングス（株） 経理室 決算統括グループマネージャー

（企業・団体名・役職名は当時、企業・団体名五十音順　敬称略）

写真左から、合間委員長、小川課長 委員会の様子

企業税制
税制委員会

平成31年度税制改正について
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平成31年度税制改正に関する経済産業省要望

小川課長からは、経済産業省の平成31年度税制改正要望に関して、①車体課税の抜本見直し（ユー
ザー負担の権限等に向けた見直し）、②中小企業・小規模事業者の生産性向上、地域経済の活性化、③
生産性革命の実現に向けたイノベーションの促進、④グローバル化に対応した競争環境の整備、という
4項目を中心にご説明いただきました。
その後、平成30年12月21日に平成31年度政府税制改正大綱が閣議決定され、ご説明いただいた上記
4項目について、以下の「【参考】経済産業関係 平成31年度（2019年度）税制改正のポイント」の通
り、改正が行われる予定です。
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【参考】経済産業関係 平成31年度（2019年度）税制改正のポイント

出典：経済産業省HP「平成31年度経済産業省税制改正要望について」
（http://www.meti.go.jp/main/zeisei/zeisei_fy2019/zeisei_r/pdf/1_01.pdf）
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平成30年 10月22日（月）の雇用・人材開発委員会は、右田彰雄委員長（新日鐵住金株式会社 常務執行
役員 人事労政部長）の司会進行により開催されました。
委員会は、経済産業省 経済産業政策局 産業人材政策室 能村幸輝室長から、「働き方改革を踏まえた今後の
方向性」についてご説明があった後、参加者を交えて活発な意見交換が行われました。

ご出席者名簿
委員長 

右田　彰雄  新日鐵住金（株） 常務執行役員 人事労政部長
 
経済産業省 

能村　幸輝  経済産業政策局 産業人材政策室 室長
 
委員 

秋元　　潤  ＩＨＩ（株） 人事部 人事グループ長
金沢　正人 （一財）エンジニアリング協会 産学人材開発部長 兼 産学人材交流センター長
北村　昌弘  スズキ（株） 経営企画室 東京支店 次長
吉岡　敏英  トヨタ自動車（株） 人事部 東京人事室 室長
澤田　潤一 （公財）日本生産性本部 理事（業務執行理事）
安藤　嘉規  三井化学（株） 執行役員 人事部長 

委員代理 

近藤　誠一  大阪ガス（株） 東京支社 副支社長
長澤　健二  キヤノン（株） 人事部 主幹
石川　政澄 （株）神戸製鋼所 人事労政部 担当部長
新　　　悟  コスモエネルギーホールディングス（株） 人事総務部 ダイバーシティ推進グループ
鈴木　秀法  ＪＸＴＧエネルギー（株） 人事部 副部長
大神　敬崇  昭和電工（株） 総務・人事部 人事担当部長
川野　圭司  太平洋セメント（株） 人事部労務グループリーダー
豊田　浩司 （一社）日本経済団体連合会 労働政策本部 
中本　啓介  日本電気（株） 人事部 マネージャー
近藤　恭子 （株）日立製作所 人財統括本部 人事勤労本部 トータルリワード部
  働き方改革グループ 部長代理
笹野　真紀  本田技研工業（株） 人事部 企画課 主幹
 （企業・団体名・役職名は当時、氏名五十音順　敬称略）

写真左から右田委員長、能村室長 雇用・人材開発委員会の様子

雇用人材
雇用・人材開発委員会

働き方改革を踏まえた今後の方向性について

100-Years 
Life Society

“Era of Artificial Intelligence”
VUCA

Ⅰ．日本が直面する社会構造の変化（抜粋）
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Ⅱ．今後の方向性（省略）
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Ⅲ．まとめ
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平成31年 2月5日（火）の雇用・人材開発委員会は、右田彰雄委員長（新日鐵住金株式会社 常務執行役
員 人事労政部長）の司会進行により開催されました。
委員会は、経済産業省 経済産業政策局 産業人材政策室 能村幸輝室長から、「外国人材をめぐる政策動向」

についてご説明があった後、参加者を交えて活発な意見交換が行われました。

ご出席者名簿
委員長 

右田　彰雄  新日鐵住金（株） 常務執行役員 人事労政部長
 
経済産業省 

能村　幸輝  経済産業政策局 産業人材政策室 室長
秀川　佳苗  経済産業政策局 産業人材政策室 係長
 
委員 

秋元　　潤  ＩＨＩ（株） 人事部 人事グループ長
金沢　正人 （一財）エンジニアリング協会 産学人材開発部長 兼 産学人材交流センター長
川添　　紀  キヤノン（株） 人事本部 人事統括センター 人事部 主席
陶久　昌明  ＪＸＴＧエネルギー（株） 執行役員 人事部長 

大神　敬崇  昭和電工（株） 人事部長
北村　昌弘  スズキ（株） 経営企画室 東京支店 次長
吉岡　敏英  トヨタ自動車（株） 人事部部付東京人事グループ グループ長
安藤　嘉規  三井化学（株） 執行役員 人事部長
 
委員代理 

近藤　誠一  大阪ガス（株） 東京支社長
神尾真裕美 （株）神戸製鋼所 人事労政部 ダイバーシティ推進室 室長
土井　佑一 （一社）日本経済団体連合会 労働政策本部 
原　　晶彦  富士ゼロックス（株） 人事部人事グループ 海外人事チーム
 
 （企業・団体名・役職名は当時、氏名五十音順　敬称略）

写真左から右田委員長、能村室長 雇用・人材開発委員会の様子

雇用人材
雇用・人材開発委員会

外国人材をめぐる政策動向について
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�

�

Ⅰ．経営を取り巻く変化（省略）

Ⅱ．外国人材をめぐる動向（抜粋）
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�

Ⅲ．高度外国人材／外国人留学生（省略）

Ⅳ．新たな在留制度（抜粋）
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企業活力
企業活力委員会・企業活力政策研究会

企業活力委員会（企業活力政策研究会合同開催）は、平成 30年 12月21日（金）に「最近の通商政策の
動向について」をテーマとして、経済産業省 大臣官房 審議官（通商政策局担当）松尾剛彦氏をお迎えし開催致
しました。
委員会は、渡壁誠委員長（日本電気株式会社 常務理事）の司会により進められ、経済産業省からご説明があっ
た後、参加者を交えて活発な意見交換が行われました。

ご出席者名簿
委員長    

渡壁　　誠  日本電気（株） 常務理事
   
講師      

松尾　剛彦  経済産業省 大臣官房 審議官（通商政策局担当）
   
ご出席者   

和田　季也 （株）IHI 総務部 渉外グループ 部長
近藤　誠一  大阪ガス（株） 東京支社 副支社長
子安　信彦 （株）東芝 産業政策渉外室 官公庁担当グループ長
七島　正人  JXTGホールディングス（株） 総務部 副部長
塩田　　実  JFEスチール（株） 総務部 総務室長

笠原　隆男  石油化学工業協会 業務部 兼 企画部 担当部長
足立　尚人  損害保険ジャパン日本興亜株式会社 企画開発部 部長
山田　俊宏  東レ（株） 経営企画室 担当部長
戸円　真弓  日本化学繊維協会 業務調査グループ 主席部員
千原　通和  日本電気（株） 政策渉外部・シニアエキスパート
清矢　祐司 （一社）日本貿易会 政策業務 第一グループ長
島田玄一郎  パナソニック（株） 渉外本部 部長
伊藤　潤平  三井化学（株） 経営企画部 調査・渉外担当ディレクター
加口　　仁  三菱重工業（株） 執行役員 グループ戦略推進室 副室長
   
 

（企業・団体名・役職名は当時、企業・団体名五十音順　敬称略）

写真左から、松尾審議官、渡壁委員長　 委員会の様子

最近の通商政策の動向について
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Ⅰ．最近の世界経済の拡大と新興国の台頭

Ⅱ．EPA政策の展開

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

19
80

19
81

19
82

19
83

19
84

19
85

19
86

19
87

19
88

19
89

19
90

19
91

19
92

19
93

19
94

19
95

19
96

19
97

19
98

19
99

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

(

�
�

�
�

�

18 12

◆日本の経済連携の推進状況
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◆包括的及び先進的な環太平洋パートナーシップ協定（CPTPP）の概要

◆ TPP 協定の各分野の概要
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◆日 EU・EPAの概要（市場アクセス）

◆ RCEP（東アジア地域包括的経済連携）
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Ⅲ．米中関係

Ⅳ．日米関係
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◆米中首脳会談（2018年 12月 1日）

◆日米首脳会談（2018年 9月 26日）
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　平成３１年１月１１日（金）に開催されました業種別動向分析委員会では、経済産業省 経済産業政策局 調査
課 井上誠一郎課長をお迎えし、「日本経済の現状と先行き」についてご説明をいただきました。ご説明の後、委
員から各業界の現況、動向等について活発な意見交換が行われました。

ご出席者名簿
経済産業省  

井上誠一郎  経済産業省 経済産業政策局 調査課 課長
青柳あずさ  経済産業省 経済産業政策局 調査課 課長補佐
  
委員  

笠原　隆男  石油化学工業協会 業務部 兼 企画部 担当部長
佐藤　正彦 （一社）セメント協会 調査・企画部門 統括リーダー
髙瀬　智子 （一社）電子情報技術産業協会 企画管理部 統計室長

長房　　勇 （一社）日本化学工業協会 産業部 兼 技術部 部長
酒匂　宗二 （一社）日本鉄鋼連盟 常務理事
  
委員代理  

持田　弘喜 （一社）日本自動車工業会 調査・電子情報システム室 室長
本間　友貴 （公財）日本生産性本部 生産性総合研究センター 課長
  
  （企業・団体名・役職名は当時、氏名五十音順　敬称略）

日本経済の現状と先行き（講演資料抜粋）

井上課長 業種別動向分析委員会の様子

業種動向
業種別動向分析委員会

日本経済の現状と先行き

�
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CDGM（Creative Dynamic Group Method）とは、日本人で唯一エドワード・デミング博士の右腕として
活躍した吉田耕作博士（カリフォルニア州立大学名誉教授）が編み出した「創造的で成長し続ける小集団活動」
のことです。
小集団活動を通じて「仕事のやりがい」（Joy of Work）とサービスの質と生産性を高めることを狙いとしてお

ります。
一般財団法人企業活力研究所は、2006 年からCDGMラウンドテーブルセミナーという形で、さまざまな企
業から参加チームを募り、吉田耕作博士にご指導をいただいています（第 1～ 23期合計　110チーム　延べ
550名参加）。

第24期CDGMラウンドテーブルセミナー開講予定

CDGM
CDGM

CDGMラウンドテーブルセミナー
レポート

第24期CDGMラウンドテーブルセミナーは、平成31年4月6日（土）のスタートを予定しております。
このCDGMラウンドテーブルセミナーを通して、職場の様々な課題の改善策に取り組み、具体的な成
果に結びつけ、ご自身も成長していただける場としてご活用いただけますと幸いです。
なお、CDGMラウンドテーブルセミナーは、ご見学が可能です。セミナーの講義の様子や、チーム

活動の様子をご覧いただけます。ご興味がございましたら、下記の担当までお知らせください。

CDGMラウンドテーブルセミナーのお問い合わせ先
（一財）企業活力研究所　担当 関口・須藤

TEL 03-3503-7671 E-mail cdgm@bpf-f.or.jp

CDGMセミナー風景
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昭和が終わる年、私は高校を卒業しました。そして平成が終わろうとするこの年、私の息子が高
校を卒業しました。私の高校時代には、親が学校に来ることなどありませんでした。部活の試合の
応援も、専ら生徒たちの声援でした。しかし、今では親が高校に来る姿は珍しいものではなくなり
ました。かく言う私も、週末は息子の練習試合を見に学校へと足しげく通う一人でした。保護者同
士も親しくなり、保護者だけでも盛り上がります。平成の30年での、ささやかな日常の変化なの
でしょう。
昭和が終わる年に高校を卒業した私は、平成に入った年に大学に入学しました。文系学部に入学
した私は、受験期の頃から「大学はパラダイス」と見聞きし、素直な性格ゆえ、受験期に刷り込ま
れたイメージそのものにパラダイスな生活を送りました。まだ当時はおおらかな時代で、そうした
生活を送る学生は決して少なくなかったと思います。

さて、平成最後の4月を迎える今の大学はどうでしょう。私のようなパラダイスな生活を送る学
生は少ないのでしょう。私も仕事柄、過去の自分を棚に上げ、大学での勉強が重要だと説くことも
あります（内心複雑ですが）。しかし、急速に技術革新が進む時代となり、学習することの必要性
を説く対象は、今や企業、社会人にという時代となりました。大学院における社会人の割合も、こ
こしばらく右肩上がりのようです。職場と個人の関係も、少し変わってくるかもしれません。私も、
時代にアップデートしていくためには、息子と同じく、大学などで学んでいくことが必要なので
しょう。これも平成の時代を通じた、社会の変化なのでしょう。

では、平成の次の時代はどうなるのでしょう。学校は「人」が成長していく場、「人」が中心で
す。近頃は高校生が運営するレストランもあるようですが、事業を通じた学びのプロセスは、最近
流行りのデジタル○○など、レストラン以外にも出来そうです。考えてみれば、大学病院や教育大
付属小学校など、人の成長と事業の一体運営は昔からあったとも言えそうです。
少子高齢化は以前から叫ばれていましたが、数年前からは「人生100年」とも言われるようにな
りました。子離れしてからの人生も長くなり、高齢者の一人暮らしは既に地域の課題です。人間は
社会的動物だと言われますが、その基本的単位である「家庭」の位置付けも、相対的に変わってき
そうです。
そう言えば、数年前に仕事の関係で訪問したある介護施設では、学校のような「授業」をもって、
認知症高齢者の症状緩和に効果を上げていました。学ぶことと認知や高齢化の関係はまだまだ分か
らないことがありそうです。
人生100年時代、若かりし頃の学友が集まる施設があれば、さながら昔の学舎の再現ですね。社
会に出て様々な経験を持ち寄った場では、異分野の出会いといったことも生まれるのでしょうか。

今、日本が世界に発信しているSociety 5.0は、デジタルとフィジカルが融合し、社会課題の解
決と経済成長が両立した、「人間中心」の社会コンセプトです。人は生涯の中で、家庭、学校、地
域、職場といったコミュニティに属すると言われますが、人生100年時代における「学校」なるも
のの存在は、次の新しい時代において、案外面白いものになるのかもしれないな、などと思う今日
この頃です。

経済産業省 製造産業局 参事官（イノベーション・環境担当）
（併）ものづくり政策審議室長

水野　正人 氏

コ ラ ム

平成に続く新しい時代の「学校」とは？
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広報誌「企業活力」は、年3回（春、夏、秋）発行しています。
春発行の本号（No.107）は、2018年度の研究会・委員会活動の中間報告的な位置づけになります。

2018年度の研究会活動（人材研究会、CSR研究会、ものづくり競争力研究会）も順調に進捗して
まいりました。現在、調査研究報告書の取りまとめ中ですが、完成後は従来通り提言発表セミナーの
開催を予定していますので、別途ホームページ及びメール等でご案内させて頂きます。ご参加をご検
討いただけると幸いです。
2018年度のテーマは、人材研究会が「「学び」を支える“学習習慣”のある人材の確保・育成に向

けた人事戦略」、CSR研究会が「新時代における「ビジネスと人権」への対応についての調査研究」、
ものづくり競争力研究会が「新時代のものづくりにおける人間とAIの協働のあり方」です。
各研究会の委員長・座長、委員、オブザーバーの皆様、さらに、研究会でのご発表、アンケート調

査やヒアリング調査などにご協力いただいた皆様には、この場を借りて心より御礼申し上げます。

この1年を振り返りましても、IoT（Internet of Things）や人工知能AI（Artificial Intelligence）な
どの急速な技術革新、働き方改革や人づくり革命・生産性革命に関する検討の進展、グローバル競争
の一層の激化など、企業を取り巻く経済・社会環境、国際情勢は大きく変化しています。各研究会の
テーマが、我が国企業の直面する喫緊の課題に関連していることもあり、各方面より当研究所の活動
にご期待を寄せていただいているところです。
なお、各研究会の詳細につきましては、本号の研究会報告欄（P2～24）をご参照ください。

当研究所では、「課題先進国」ともいわれる我が国の産業競争力の維持・強化に少しでもお役に立
てるよう、研究会・委員会活動の一層の充実に努めてまいります。年3回発行の本誌「企業活力」や
調査研究報告書、ホームページ等による情報発信にも力を入れていく所存です。引き続きご指導・ご
協力の程よろしくお願い申し上げます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　

（事務局長　須藤　良雄）
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